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電力システム改革第２段階への移行に伴って生じている諸問題について 

 

当機関が平成２８年４月２２日に報道発表を行いました電力システム改革第２段階への移行に伴

って生じている諸問題について、その後の状況変化も含め概要を以下のとおりご報告します。 

 

１．報道発表の概要（詳細は別紙８－１参照） 

広域機関として、電力システム改革の中核を担うべき立場から、その重大性を認識し、以下の２点

について報道発表を行いました。 

 

（１）広域機関システムの開発遅延及び不具合 

 本年４月に運用を開始した､当機関のコンピュータシステム｢広域機関システム｣において､一部機

能の開発が遅延しております。また、３月３１日に卸電力取引所との通信不具合が発生し、時間前市

場が一時的に停止しましたが、不具合対策を実施し４月１日に取引が再開されております。(３月２

９日､４月１日にそれぞれ公表済み) 

 

（２）計画値同時同量制度への移行に伴う問題 

  事業者の皆さまが事前に立てた発電/販売量の計画と､実際に発電/販売した実績との差について､

一般送配電事業者との間の契約に基づき事後精算する仕組み(計画値同時同量制度の下でのインバラ

ンス料金の精算)に関して､本年４月以降､その業務が関係者間で円滑に進んでいないという問題が発

生しています。 

 

２．その後の状況 

（１）広域機関システムの開発遅延 

  開発が遅延し、段階的に運用開始を行っている主な連系線管理機能の状況は以下の通りです。 

  ・通告変更機能                  ４月２７日運用開始 

  ・連系線を活用した時間前市場の取引に係る機能   ６月３日運用再開 

  ・週間連系線利用計画の更新機能          ６月４日～６月１７日分から運用開始※ 

・週間連系線利用計画の変更機能、 

長期～月間連系線利用計画の更新および変更機能    順次運用開始予定 

上記以外の機能（需給監視等）については順調に稼働しております。 

  

    ※ 週間計画の更新開始にあたって連系線空容量の通知、算出に係るトラブルが発生しており、

都度必要な措置をとっております。（詳細は別紙８－２参照） 

 

 （２）広域機関システムの不具合 

  ［ＪＥＰＸ時間前取引に与えた問題］ 

    連系線を利用した取引に関する業務は、４月１日に運用を開始する予定でしたが、連系線管

理機能の一部機能の開発遅延に伴い４月２８日に運用開始を変更しておりました。しかし、同

日、受付開始直後に不具合が発生したことから、再度受付を停止しました。 

    原因は、広域機関システムでデータ変換処理を行う一部プログラムに問題があったことに
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よるものでした。 

    その後、当該プログラムは、異常が発生しないよう修正を行い、関連機能についても総点検

を実施の上、改善を加え、６月３日正午に取引の受付を再開しております。（詳細は別紙８－

２参照） 

 

（３）計画値同時同量制度への移行に伴う問題 

［計画データの誤り］ 

当機関の事前の周知等が不十分であったこともあり、ご提出いただいている計画データに

誤りが見られる状況が継続しております。 

当機関では、各事業者さまに誤りの内容を個別にご連絡差し上げる取組を継続するととも

に、先日５月１６日から２０日にかけて、計画提出に係る講習会を開催し、１２９社２０６名

にご参加いただきました。また、計画データの不整合があった場合に再提出を促すアラート機

能の具備など、システム面の対応も進めているところです。 

現在、計画データの誤り件数は徐々に減少しつつあるものの、可及的速やかにこれを解消す

る必要があります。事業者さまにおかれましては、取引先との整合のとれた適切な計画をご提

出いただきますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。 

  

    

３．まとめ 

上述の諸問題により、事業者の皆さまにご迷惑をお掛けしていることを改めてお詫びいたします。

当機関といたしましては、広域機関システムの開発が遅延している機能の早期の運用開始及び各種

計画関連業務の円滑な運用に向け全力で取り組んで参る所存です。 

事業者の皆さまに引き続きご不便をお掛けいたしますことを重ねてお詫び申し上げます。 

 

以 上 
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Press Release 

＜お問い合わせ先＞  総務部 広報グループ  03-6634-6555/6557 

平成 28 年 4 月 22 日 

電力広域的運営推進機関 

電力システム改革第 2段階への移行に伴って生じている諸問題について 

 当機関(理事長:金本良嗣､東京都江東区)は､電力システム改革第 2段階への移行に伴っ

て生じている問題の概要が判明したこと､広域機関システムのうち､開発が遅延していた

一部機能のリリース時期について目処が立ったことから､下記の通りお知らせいたしま

す｡ 

記 

1.広域機関システムの開発遅延及び不具合

 本年 4 月に運用を開始した､当機関のコンピュータシステム｢広域機関システム｣におい

て､①一部機能の開発遅延､②卸電力取引所との通信不具合が発生しました(3 月 29 日､4

月 1 日にそれぞれ公表済み)｡ ①については､4 月 28 日以降に順次運開予定､②について

は 4月 1日に不具合解消済みです｡ 

2.制度移行に伴う問題

 事業者の皆さまが事前に立てた発電/販売量の計画と､実際に発電/販売した実績との差

について､一般送配電事業者との間の契約に基づき事後精算する仕組み(インバランス料

金の精算)に関して､本年 4 月以降､その精算のための業務が円滑に進んでおりません｡本

件､一部解決した部分もございますが､問題は継続中です｡ 

 上記事象はいずれも､電気の安定供給やご家庭･企業などで電気をご使用になる皆さま

に影響を与えるものではございませんが､当機関の周知説明等の事前対応が不十分なこ

ともあり､全国の事業者の皆さまに多くのご不便とご心配をお掛けしております。当機関

に至らぬ点があったことを深くお詫び申し上げます｡ 

 電力システム改革の理念は､発電･送配電･小売のそれぞれの立場の事業者が､等しく電

力システムに参画し責任を果たすことにより､安定供給の確保､電気料金の最大限の抑制､

需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大を実現することです｡ 

 当機関は､各事業者の皆さまと手を携えながら､1日も早く今の状況を改善するとともに､

事業者の皆さまの円滑な事業活動､ひいては改革の理念実現に貢献できるよう､全力で取

り組んでまいります｡ 

以 上 
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平成２８年６月７日 

電力広域的運営推進機関 

 

１時間前市場における連系線を利用した取引の不具合等に関する原因と対策について 

 

 日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）における連系線を利用した１時間前市場取引に関する照会受付につい 

ては、４月１日に運用を開始する予定でしたが、連系線管理機能の一部機能の開発遅延に伴い４月２

８日に運用開始を変更しました（４月２７日お知らせ済み。）。しかし、同日、受付開始直後に不具

合が発生したことから、再度受付を停止しておりましたところ、このたび、改修が完了し、６月３日

正午より取引の照会受付を再開しております。 

今回、再開までに時間を要しましたが、これは、不具合の直接的な原因に対し対策を実施するほ

か、時間前取引処理に、より万全を期すため、関連する機能についても他に潜在的な問題がないか総

点検を実施の上、一部機能改善を実施したことによるものです。その概要について以下のとおりとり

まとめました。 

また、上記不具合とは別に、週間計画の更新開始にあたってトラブルが発生しており、都度必要な

措置をとっておりますので、あわせてご報告いたします。 

当機関といたしましては、今後同様のことのないよう引き続き確認、点検等に努めてまいります。 

 

関係事業者の皆さま方にご不便をおかけしたことをお詫び申し上げます。 

 

１．４月２８日に発生した不具合の原因および対策 

（１）原因 

  ＪＥＰＸから WebAPIにて受信したデータ(Java言語)を、広域機関システム内のデータ(Ｃ言語)構

造にメモリ上で変換するプログラムに不具合があったため、データ処理に異常が発生しました。 

（２）対策 

  メモリ上のデータ変換処理を見直し、異常が発生しないよう、対策を行っております。 

 

２．関連する機能の総点検結果から改善した内容 

（１）ＪＥＰＸ受信可能量の拡大 

  ＪＥＰＸから受信するデータの最大受信量を拡大し、同時大量受信時の処理遅延が発生しないよ

う、改善を実施しました。 

（２）広域機関システム内サーバーのデータ連携方法の改善 

  広域機関システム内には機能により異なるサーバーが存在しますが、各サーバーへのデータ連携

の方法において、より短時間で連携が可能となるよう、改善を行いました。 

（３）送電可否判定処理の改善 

  通告変更およびＪＥＰＸからの送電可否判定が輻輳した場合でも時間前取引の処理遅延が発生し

ないよう、送電可否判定の改善を行いました。 

ＪＥＰＸとの連携業務における不具合改修および機能改善個所について 

電力広域的運営推進機関
（広域機関）
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３．週間計画の更新開始にあたって生じたトラブル 

（１）連系線空容量の通知に係るトラブル 

  本年６月３日、北陸関西間連系線及び中部北陸間連系設備のスポット取引用空容量（６月４日

分）について、週間計画の更新開始に伴うシステム切替に際して通知すべきデータの確認が十分で

はなかったことから、事前に公表していた空容量と異なる値をＪＥＰＸへ通知してしまいました

（６月３日、系統情報公表サービスでお知らせ済み。）。現在は、システム切替時の確認手順を確

立の上、データ確認を徹底しております。 

 

（２）連系線空容量の算出に係るトラブル 

関西中国間連系線については、現在一部作業停止しております。本年６月６日、４日前に公表し

た関西中国間連系線の空容量（６月４日～１７日分）が、当該連系線が作業停止中の空容量算出に

必要な特殊処理に係るシステム仕様の一部不備により、誤った値となっていたことが判明し、手作

業で６月１０日分まで修正を行いました。６月１１日分以降については、週間計画の更新時に見直

します。（６月６日、７日、系統情報公表サービスでお知らせ済み。）。当該連系線が作業停止中

の空容量算出が正しく行えるよう必要なシステム改修を進めてまいります。 

 

以上 



 

 

 

一般社団法人日本卸電力取引所に対する誤った地域間連系線空容量

情報の送信等について 

 

電力広域的運営推進機関（以下「当機関」という。）が、本年６月、一般社

団法人日本卸電力取引所（以下「ＪＥＰＸ」という。）に対するスポット市場

取引用の連系線空容量情報を誤って送信したこと等により、本来不要な市場分

断※）が３件発生した。 

これらの事象の概要、背景及び原因、並びに再発防止策は、以下のとおり

（各事象が発生したことについては、発生の都度、当機関ウェブサイト及び系

統情報公表サービスにて公表済み。） 

 

※）ＪＥＰＸにおけるスポット市場は、基本的に全国市場であるところ、市場分断とは、連

系線の空容量がなくなるまで約定処理が行われ、エリア間で値差が発生している状況を指

す。 

 

１．概要、背景及び原因 

 

（１）６月４日分スポット取引における北陸エリアの市場分断 

 

【概要】 

  当機関は、ＪＥＰＸにおけるスポット市場の約定処理のため、毎日午前

９時半から１０時の間に、ＪＥＰＸに対し、全国の連系線の翌日の空容量

情報を送信する業務を実施している。 

  ６月３日、当機関は、北陸関西間連系線及び中部北陸間連系設備（以下

「北陸フェンス」という。）の翌日の空容量の合計値を、誤って終日０（空

容量なし）として送信したため、６月４日分のスポット市場において、北

陸エリアとその他のエリアとの間で、終日（３０分/コマ×４８コマ）にわ

たる市場分断が発生した。（６月３日１０時００分頃に判明。） 

 

【背景及び原因】 

  当機関は、本年４月までに運用開始を予定していた連系線管理機能の一

部機能について、開発遅延のため、段階的に運用を開始することとしてい

た。現在までの運用開始状況は以下のとおり。 
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  ・翌日計画1の受付処理           ３月２２日運用開始 

  ・翌日計画の変更（通告変更）の受付処理2  ４月２７日運用開始 

  ・週間計画3の更新処理           ６月 １日運用開始 

  ・連系線を活用した時間前市場の取引     ６月 ３日運用再開4 

  ・月間計画５の更新処理           ６月２７日公表予定 

  ・週間計画・月間計画の変更受付処理、年間計画６、長期計画７ 未定 

 

  当機関が、ＪＥＰＸに送信する空容量情報は、本来、週間計画の処理に

よってシステムで自動的に算出・送信することを想定していたが、上記の

とおり、週間計画の受付処理の運用開始が遅れたため、３月３１日以降、

６月２日までの間は、暫定的に、当機関の職員が手作業で空容量を算出

し、確認を行った後、ＪＥＰＸに対して送信するという運用を行ってい

た。 

  これに対し、６月１日に、週間計画の更新処理を開始したことにより、

６月３日以降、直流連系設備、北陸フェンス等の一部の例外を除き、空容

量の算出をシステム上で自動的に行えるようになった。 

  しかしながら、６月３日、当機関は、その例外に当たる連系線の空容量

については、引き続き手作業で算出する必要があったところ、その時点に

おいて、北陸フェンスが、システム処理の例外となっている旨の情報共有

が不十分であった。そのため、手作業による空容量の算出が行われず、北

陸フェンスの空容量を０として送信したため、市場分断が発生した。 

  以上のとおり、この事象の一義的な原因は、当機関における、手作業で

の空容量算定処理が行われなかったことであり、更なる原因としては、職

員間のコミュニケーション不足や当機関のリスク管理不足等が考えられ

る。 

  

 

 

                                                   
1 翌日連系線利用計画をいい、前日１２時までに当機関に提出いただくもの。 
2 小売事業者が、実需給の前日までに提出していた連系線利用計画について、前日又は当

日の変更を受け付ける機能。 
3 週間連系線利用計画をいう。 
4 ４月２８日に運用開始したところ、直後にシステムトラブルが発生したため、運用を中

止していたもの。 
５月間連系線利用計画をいう。 
６年間連系線利用計画をいう。 
７長期連系線利用計画をいう。 
 



 

 

 【本事象に対する直接的な対応】 

  ６月４日以降、北陸フェンスの空容量について、手作業での算出・確認

処理を実施。 

 

 

（２）６月７日分スポット取引における中国及び九州エリアの市場分断 

 

【概要】 

  ６月６日、当機関は、関西中国間連系線について、誤った空容量の値を

ＪＥＰＸに送信したため、６月７日分のスポット市場において、中国及び

九州エリアとその他のエリアとの間で、１コマ（10:30～11:00）の市場分

断が発生した。（６月６日１０時００分頃に判明。） 

 

【背景及び原因】 

  上記（１）のとおり、３月３１日以降、６月２日までの間は、暫定的

に、当機関の職員が手作業で空容量を算出し、確認を行った後、ＪＥＰＸ

に対して送信するという運用を行っていたが、６月３日以降、直流連系設

備、北陸フェンス等の一部の例外を除き、空容量の算出をシステム上で自

動的に行えるようになった。 

  しかしながら、関西中国間連系線は、本来、２ルートの電線路であると

ころ、５月９日から６月２１日までの間、保守工事により、一部の送電線

が使えないスケジュールとなっていた。この場合、２ルート時とは異なる

ロジックで空容量を算出する必要があるところ、このロジックがプログラ

ムに組み込まれていなかった。 

  この原因を確認したところ、当機関の設立準備を担った広域的運営推進

機関設立準備組合が、ベンダーである開発委託先に提示したシステム仕様

書に、上記ロジックを記載していなかったことが判明した。 

  以上のとおり、この事象の一義的な原因は、同組合におけるシステム仕

様書の不備であり、さらなる原因としては、当機関による事前の確認が不

十分であったこと等が考えられる。 

 

【本事象に対する直接的な対応】 

  ６月７日以降、関西中国間連系線の空容量について、手作業での算出・

確認処理を実施。 

   

 



 

 

（３）６月１２日分スポット取引における北陸エリアの市場分断 

 

【概要】 

  上記のとおり、当機関は、ＪＥＰＸにおけるスポット市場の約定処理の

ため、毎日午前９時半から１０時の間に、ＪＥＰＸに対し、全国の連系線

の翌日の空容量情報を送信する業務を実施している。 

  ＪＥＰＸ側のシステムは、当機関から受けた空容量情報に基づき、スポ

ット市場約定処理を行い、その結果を、当機関に自動送信する仕組みとな

っている。 

  当機関側のシステムでは、システム上、ＪＥＰＸから送信されるスポッ

ト市場約定処理の結果について、空容量の範囲内であることを最終確認し

た上で（以下、この最終確認を「可否判定」という。）、ＪＥＰＸに回答す

るという設計となっている。 

  この一連のシステム上の処理に当たり、当機関側のシステムにおいて、

可否判定プログラムに不具合があったため、６月１２日分のスポット市場

において、北陸エリアとその他のエリアとの間で、８コマの市場分断が発

生した。（６月１１日９時３５分頃に判明。） 

 

【背景及び原因】 

  広域機関システムは、現在でも不具合が残っており、当機関では、運用

しながら不具合改修を行う対応を余儀なくされている。 

  こうした中、開発委託先は、６月４日、空容量を算定するための共通プ

ログラム（スポット市場取引の可否判定を行うプログラムでも、この共通

プログラムを使用している。）の不具合改修を実施した。 

  この際、本来は、当該改修が他のプログラムに影響を及ぼす可能性につ

いて事前に十分評価、検証した上で、問題が生じないよう実施されるべき

ところ、影響範囲の確認が不足したまま、改修が行われた。 

  この改修直後は、スポット市場取引の可否判定機能において、改修前の

共通プログラムを呼び出していたが、６月１０日、改修後の共通プログラ

ムを呼び出すよう変更が行われた。 

  この結果、６月１１日に実施した６月１２日分の北陸フェンスにおける

可否判定に当たり、スポット市場取引の可否判定プログラムと共通プログ

ラムにおいて、処理の重複が発生し、計画潮流を実際の２倍の値として評

価し、送電不可の回答を行うという事象が発生した。 



 

 

  この事象の原因としては、開発委託先が、影響範囲を十分に評価、分析

せずシステム改修を行ったこと、当機関による監督が不十分であったこと

等が考えられる。 

 

【本事象に対する直接的な対応】 

  ６月１２日、６月１０日の改修を実施する前の状態に戻した。 

 

 

２.再発防止策等 

  

（１）広域機関システムリスクマネジメント会議の設置 

 

  目的   ：１．（１）のような手作業に係るリスク、１（３）のようなシ

ステム開発上のリスクを含め、広域機関システムの開発・改

修に係るリスクを当機関と開発委託先がマネジメントレベル

で共有し、適切な対策や問題発生時の対応について事前に決

定する。 

  メンバー ：総務担当理事（座長）、運用担当理事、担当外の理事、運用部

長、企画部長、広域運用センター所長その他関係する当機関

職員及び開発委託先 

  頻度   ：原則 1回／週（システム機能の改修時、運用変更時は必ず 

実施） 

  設置時期 ：平成２８年６月２１日（第１回） 

  第１回会議での確認事項：１．（３）の反省から、緊急を要さない不具合

改修は一旦中止し、改修すべき不具合の概要と影響を包括的に

確認することとした。 

 

（２）システム仕様の確認 

 

  １．（２）の反省から、全ての連系線について調査し、関西中国間連系線

を除き、作業停止時に空容量算定ロジックを変更する必要がないことを確認

した。 

 

 

 

 



 

 

（３）システムと手作業の並行稼働 

  今後、システム改修により手作業が不要になる場合でも、直ちに手作業を

取りやめるのではなく、一定期間は並行して実施し、システムの健全性を確

認することとし、この体制も含めて、上記（１）のリスクマネジメント会議

で確認を行うこととした。 

 

（４）不具合を未然に発見するためのシステム上の仕組みの構築 

  スポット市場取引のための可否判定結果をＪＥＰＸへ送信する前に、広域

運用センターの当直員が確認し、不適切な内容であれば、データの修正を可

能とするシステム機能の具備および運用について検討を進めることとした。

（７月末目途に検討完了） 

 

３.責任体制・リスクマネジメント体制の見直し 

 

 上記２．（１）に加え、以下のとおり、組織面、マネジメント面での体制の

見直し等を実施することとした。 

 

（１）広域機関システム抜本刷新会議の設置 

 

  目的   ：広域機関システムの総点検を通じて不具合原因の早期発見、

改修に繋げるとともに、信頼性や堅牢性の向上等を目的とし

た抜本的なシステム刷新に向け、具体的な方針を審議する。 

  メンバー ：リスクマネジメント会議メンバー（開発委託先含む。） 

  設置時期 ：平成２８年７月上旬 

 

（２）事務局組織の見直し 

  今回のような不具合の再発防止を図るとともに、開発遅延機能の早期正常

稼働及びシステムの抜本的な刷新を推進するため、本年７月に実施する当機

関事務局の組織変更の一環として、以下の通り広域機関システムの開発・運

用体制を強化することとした。 

 （概要） 

  ・運用部に新たに「運用計画グループ」を設置、システム変更時の業務フ

ローの確認、システムの刷新検討の統括等を担わせる。 

  ・システムの開発保守要員（管理職を含む。）を増員し、不具合対応に係

る業務輻輳による人的ミスの防止を図る。 

   設置時期：平成２８年７月１日 



 

 

（３）各対応を実施しても、なお、市場への影響を含むトラブルが生じた際の

マネジメント面での対応 

   トラブルの原因等について十分調査、確認の上、関係する役職員に対する

処分も視野に厳正に対処することとした。（就業規則に定めた懲戒、訓告等

に至らない場合における戒めも含む。） 

 

（４）市場への影響を含むトラブル事例が発生した場合の連絡体制の確認 

    既に構築済みの当機関内及び国への連絡体制をＪＥＰＸへの連絡も含め

たものに見直し、機関内で周知徹底を行った。 

 

以上 
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